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給　与　規　程

社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の給与に関する規程
(趣旨)
第1条　この規程は、社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の給与に関する規則(以下「給与規則」という。)の規定に基づき、職員の給料等及び各種手当の支給と運用について必要な事項を定めるものとする。
（関連規則等の定義）
第1条の２　この規程における関連規則等については、以下のとおりとする。
1 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会就業規則、「就業規則」という。
2 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の勤務時間、休暇等に関する規則、以下「勤務時間等規則」という。
3 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会職員の勤務時間、休暇等に関する規程、以下「勤務時間等規程」という。
4 社会福祉法人大河原町社会福祉協議会育児・介護休業等に関する規則、以下「育児休業等規則」という。
第1章　職員給与等
(新たに職員となった者及び離職し、又は死亡した職員の給料の支給)
第2条　給料の支給定日後において新たに職員となった者及び給料の支給定日前に離職した職員の給料は、その月の現日数から職員の勤務時間と週休日の日数を差し引いた日数を基礎とにある、する日割による計算(以下「日割計算」という。)によりその際支給する。
2　支給定日前に死亡した職員には、給与規則第7条第3項に基づく給料をその際支給する。
　（職員給与の昇給基準）
第3条　給与規則第5条第3項にある、昇給対象から除かれる職員は次の各号のいずれかに該当する職員とする。
(1) 期間内に就業規則第33条に定める、減給及び出勤停止の懲戒を受けた職員
(2) 基準日に休職している職員
(3) 基準日に育児休業等規則第２条育児休業、第７条出生時育児休業及び第１６条介護休業の各規定により休業をしている職員（ただし、復職後に昇給させることができる）
２　　給与規則第5条第3項及び第4項に掲げる昇給については、前年の1年間を期間として、この間の出勤率が10割未満以下の者に対して、標準の昇給をさせない。
３　　給与規則第5条第5項に掲げる、期間内中途で採用された職員については、採用日から昇給日までの月数（日数）を出勤率を求める期間として、前項同様の扱いとする。
４　　第２項及び前項の出勤率については、それぞれの期間全部を通じて勤務が必要な期間（日数）とこれより次の各号に掲げる期間（日数）を減じたものを当該職員の勤務期間（日数）として、この割合を出勤率とする。この出勤率による標準の昇給より減じる号俸は別表1によるものとする。
(1)　 休職した期間については、その全部の期間（日数）
(2)　 勤務時間等規則第12条第1項第3号に規定する病気休暇（特定病気休暇）を取得した場合には、期間を通じて、勤務が必要な期間（日数）の休暇日が21日を超える場合には、病気休暇を取得した全期間（日数）。
（３）　欠勤していた期間（日数）。ただし、欠勤が1日に満たない場合であっても、当該日は終日欠勤したものとみなす。
(4)　 育児休業等規則第２条育児休業、第７条出生時育児休業及び第１６条介護休業の各規定により休業をしている職員として在職した期間については、その2分の1の期間（日数）。ただし、これら全部の承認を受けた期間を合算した期間が1箇月（２１日）以下である育児休業等は除く。
(5)　 育児休業等規則第12条育児のための短時間勤務、第14条育児のための部分休業、及び第22条介護のための部分休業の各規定により、承認された部分休業の時間が、162.75時間（21日）を超える場合は、その全部の2分の1の時間を7.75で除して求めた期間（日数）。
(6)　 育児短時間勤務等の承認された部分休業の期間を除き、期間の全部を通じて全日勤務が21日を越えない場合は、上記各号に掲げる期間のほか、年次有給休暇、特別休暇等を取得した期間（日数）。
５　　前項に定めるほか、会長は職員の勤務実績や勤務状況に応じ、昇給の号俸を減じ、または昇給させないことができる。
(非常の場合の繰り上げ支給)
第4条　職員が、職員又はその収入によって生計を維持する者の出産、疾病、災害、婚礼、葬儀その他これらに準ずる非常の場合の費用に充てるために、その月の給料の支給定日前において給料の支給を請求した場合には、請求の日までの給料を日割計算によりその際支給することができる。
(休職等の場合の給料の支給)
第5条　職員が月の中途において次の各号の一に該当する場合におけるその月の給料は、日割計算により支給する。
(1)　休職が承認・開始され、又は休職の終了により復職した場合
(2) 育児・介護休業規則の規定により育児休業等を始め、又は育児休業等の終了により職務に復帰した場合
(3)　出勤停止（停職）にされ、又はその終了により職務に復帰した場合
２　月の初日から引き続いて休職し、育児休業等規則の規定により育児休業等をし、又は停職にされている職員が、給料の支給定日後に復職し、又は職務に復帰した場合には、その月の給料を翌月に支給する。
(端数計算)
第5条の２　日割り計算等により、給与の額に1円未満の端数があるときは、給料、手当のそれぞれの額を切り捨てた額をもって当該給与の額とする。
(給料の返還)
第６条　給料の支給定日後において離職し、又は休職し、若しくは停職にされたため、職員の給料が過払いとなった場合は、その分を遅滞なく返納しなければならない。
(管理職手当)
第７条　給与規則第8条に規定する管理職手当は事務局長に支給し、管理職手当の月額は大河原町管理職手当の支給に関する規則における、町長の事務部局の参事（職）に準ずる。

２章　期末手当・勤勉手当
(期末手当・勤勉手当の支給を受ける職員)
第8条　給与規則第16条第1項による期末手当、並びに給与規則第18条第1項による勤勉手当の支給を受ける職員は、それぞれの基準日に在籍する職員のうち、次に掲げる職員以外の職員とする。
（1） 期間内に就業規則第33条に定める、減給及び出勤停止の懲戒を受けた職員
（2） 基準日に休職している職員
(期末手当の基礎額)
第9条　期末手当の計算の基礎となる額は、給与月額(給料、扶養手当及び調整額の月額)とし、就業規則、給与規則の規程により、給与が減額された場合は、減額前の給与月額とする。
(期末手当の勤務期間、期間率)
第10条　給与規則第１６条第２項に規定する期末手当に係る勤務期間については、基準日以前6箇月以内の期間に当該職員が勤務を必要とする期間（日数）から次の各号に掲げる期間（日数）を減じたものを当該職員の勤務期間（日数）とする。
(1)　期間内に新規採用又は中途採用された職員については、採用日以前の期間（日数）。ただし、この場合月数を単位として勤務期間を求めることができる。
(2)　育児・介護休業規則第２条育児休業、第７条出生時育児休業及び第16条介護休業の各規定により休業をしている職員として在職した期間については、その２分の１の期間（日数）。ただし、これら全部の承認を受けた期間を合算した期間が1箇月（２１日）以下である育児休業等は除く。
（３）　育児・介護休業規則第12条育児のための短時間勤務、第14条育児のための部分休業、及び第16条介護のための部分休業の各規定により、承認された部分休業の時間が、162.75時間（21日）を超える場合は、その全部の2分の1の時間を7.75で除して求めた期間（日数）。
(4)　休職した期間については、その全部の期間（日数）
(5)　勤務規則第12条1項第3号に規定する特定病気休暇を取得した場合において、期間を通じて勤務が必要な期間（日数）における休暇日が２１日を超える場合には、病気休暇を取得した全期間（日数）。
(6)　欠勤していた期間（日数）。ただし、欠勤が1日に満たない場合であっても、当該日は終日欠勤したものとみなす。
(7)　第3号に掲げる育児短時間勤務等の承認された部分休業の期間を除き、期間の全部を通じて全日の勤務が２１日を越えない場合は、上記各号に掲げる期間のほか、年次有給休暇、特別休暇等を取得した期間（日数）。
(8)　第3号に掲げる育児短時間勤務等の承認された部分休業の期間を除き、期間内において、全日勤務をした日が無い場合は、全期間（日数）。 
２　給与規則第16条第2項に規定する期末手当の期間率は、基準日以前6箇月以内の期間における当該職員の勤務期間の区分に応じて、別表２に定める割合とする。
(勤勉手当の基礎額)
第11条　勤勉手当の計算の基礎となる額は、給与月額(給料、扶養手当及び調整額の月額)とし、就業規則、給与規則の規程により、給与が減額された場合は、減額前の給与月額とする。
(勤勉手当の勤務期間、期間率)
第12条　給与規則第18条第2項に規定する勤勉手当に係る勤務期間については、基準日以前6箇月以内の期間に当該職員が勤務を必要とする期間（日数）から次の各号に掲げる期間（日数）を減じたものを当該職員の勤務期間（日数）とする。
(1)　期間内に新規採用又は中途採用された職員については、採用日以前の期間（日数）。ただし、この場合月数を単位として勤務期間を求めることができる。
(2)　育児・介護休業規則第２条育児休業、第７条出生時育児休業及び第16条介護休業の各規定により休業をしている職員として在職した期間については、その全部の期間（日数）。
（３）　育児・介護休業規則第12条育児短時間勤務、第14条育児のための部分休業、及び第22条介護のための部分休業の各規定により、承認された部分休業の時間を7.75で除して求めた期間（日数）。
(4)　 休職した期間については、その全部の期間（日数）
(５)　勤務規則第12条1項第3号に規定する特定病気休暇を取得した場合において、期間を通じて勤務が必要な期間（日数）における休暇日が２１日を超える場合には、病気休暇を取得した全期間（日数）。 
(6)　欠勤していた期間（日数）。ただし、欠勤が1日に満たない場合であっても、当該日は終日欠勤したものとみなす。
(7)　 第3号に掲げる育児短時間勤務等の承認された部分休業の期間を除き、期間内において、全日勤務をした期間（日数）が21日を越えない場合は、上記各号に掲げる期間のほか、年次有給休暇、特別休暇等を取得した期間（日数）。
（8）　第3号に掲げる育児短時間勤務等の承認された部分休業の期間を除き、期間内において、全日勤務をした日が無い場合は、全期間（日数）。
２　給与規則第18条第2項に規定する勤勉手当の期間率は、基準日以前６箇月以内の期間における職員の勤務期間の区分に応じて、別表３に定める割合とする。
(勤勉手当の成績率)
第13条　給与規則第18条第2項に規定する勤勉手当の成績率は、当該職員の職務について監督する地位にある者による勤務成績の証明に基づき、大河原町勤勉手当支給に関する規則（以下、「町勤勉手当支給規則」という。）第6条各号に定める成績率に準じるものとする。
２　　前項の規定によらず、職員が少数であること等の事情により成績率の設定が著しく困難であることから、当分の間別段の取り扱いとして、6月支給並びに１２月支給においてそれぞれ以下の各号の成績率とする。
(1)　期間の全部を勤務した職員については１００分の１００
(2)　前号以外の職員については、前条第２項により求めた出勤率の割合を上回らない範囲で会長が定める。
３　　前項の成績率は勤務成績が良好な職員の基準であることから、勤務成績が基準を大きく上回る職員、又は逆に基準を大きく下回る職員に対しては、成績率を増やす又は減じることができる。この場合、成績率は町勤勉手当支給規則に定める成績率の範囲において、当分の間、会長が決定する。
(期末手当、勤勉手当の一時差止)
第１４条　期末手当並びに勤勉手当の支給に関し、一時差止処分が必要になった場合は、町期末手当支給に関する規則第6条の2他の規定に準じる。
附則
(経過措置)
１　この規程の施行の日前に就業規則等により休職の承認及び懲戒の対象となった者については、本規程による規定が適用される者とみなす。
(施行期日)
2　この規則は、令和5年１２月１９日から施行し、同日から適用する。
別表1　規程第3条（規則第5条第4項）関係
出勤率により標準号俸より減じる号俸の基準
	
	

	出勤率
	昇級号俸より減じる号俸

	90％以上100％未満％
	２号俸以上

	８０％以上90％未満
	３号俸以上

	80％未満
	４号俸（昇給なし）


参考：大河原町　出勤率による昇給基準無し
別表２　規程第８条２項（規則第16条第2項）関係
期末手当の期間率
	
	

	勤務期間
	期間率（割合）

	6箇月
	100分の100

	5箇月以上6箇月未満
	100分の80

	3箇月以上5箇月未満
	100分の60

	1箇月以上3箇月未満
	100分の30

	1箇月未満
	０　（零）


＊参考：大河原町期末手当の期間率
	
	

	勤務期間
	割合

	6箇月
	100分の100

	5箇月以上6箇月未満
	100分の80

	3箇月以上5箇月未満
	100分の60

	3箇月未満
	100分の30


別表３　規程第9条２項（規則第18条第2項）関係
勤勉手当の期間率
	
	

	勤務期間
	割合

	6箇月
	100分の100

	5箇月15日以上6箇月未満
	100分の95

	5箇月以上5箇月15日未満
	100分の90

	4箇月15日以上5箇月未満
	100分の80

	4箇月以上4箇月15日未満
	100分の70

	3箇月15日以上4箇月未満
	100分の60

	3箇月以上3箇月15日未満
	100分の50

	2箇月15日以上3箇月未満
	100分の40

	2箇月以上2箇月15日未満
	100分の30

	1箇月15日以上2箇月未満
	100分の20

	1箇月以上1箇月15日未満
	100分の15

	1箇月未満
	０　（零）


＊参考：大河原町勤勉手当の期間率
	
	

	勤務期間
	割合

	6箇月
	100分の100

	5箇月15日以上6箇月未満
	100分の95

	5箇月以上5箇月15日未満
	100分の90

	4箇月15日以上5箇月未満
	100分の80

	4箇月以上4箇月15日未満
	100分の70

	3箇月15日以上4箇月未満
	100分の60

	3箇月以上3箇月15日未満
	100分の50

	2箇月15日以上3箇月未満
	100分の40

	2箇月以上2箇月15日未満
	100分の30

	1箇月15日以上2箇月未満
	100分の20

	1箇月以上1箇月15日未満
	100分の15

	１５日以上1箇月未満
	100分の10

	15日未満
	100分の5

	零
	零


2

